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ある人生満足感や生活満足感というポジティブな側面（Diener et al., 1999）もメンタルヘルスの評価
基準として用いる必要がある。 
周囲からソーシャルサポート（以下，サポート）を受け取ることは，健康やウェルビーイングを予測す
る（Cohen et al., 2000）。しかし，誰からのサポートが主観的ウェルビーイングの認知的，感情的側面
に関連しているか明確ではない。留学生にとって必要と感じた時に得られるサポートはメンタルヘルスを








康的な活動を 1日 20分以上行うことである（プロチャスカ他，2006；津田他，2011）。 











































































族の健康問題，家族の期待への負担感および経済的負担で，先行研究を追認した（Murase et al., 2004；





































































































































































































































































第 5章では、第 2章から第 4章までの内容を受けて、冒頭の問題提起に対して適切な方法論を駆使して得ら
れた数多くの知見を整理している。そして、それらの知見について、現時点でもっとも妥当と思しき考察を様々
な角度から加え、的確に解釈している。すなわち、セルフケアのためのストレスマネジメント・プログラムに
ついて、対象者の動機づけの程度などに適合させて適切に実践していくことの重要性を明示している。幅広い
かつ深みのある考察より、効率的にセルフケアを促し、ストレスに関連する問題（例えば、社会的孤立、抑う
つや学業成績の低下など）を予防するためには、各ストレスマネジメントの長所を最大限に引き出すような使
い分けが重要であることを明快に示唆している。 
 
ストレスのセルフケアを個別最適化して効率的に支援するための枠組みを提案できたという点からも、申請者
の卓越した研究者ならびに健康支援の実践家としてのスキルが如実に示されたと考える。 
 
その論述を通して、本研究の特色と意義がきわめて明快に伝わってきている。また、同時に、申請者は自ら研
究の限界を明らかにするとともに、今後の課題について言及している。例えば、ストレスマネジメント・プログ
ラムの評価研究はいずれも中国人留学生を対象者としている点である。東南アジアからの留学生も今後予想され
ている。本論文で得られた知見が宗教や習慣、精神性も異なる留学生に適用できるかは不明である。 
  
以上、本論文に関する要旨からもじゅうぶん推察されるように、これまで本邦では系統だって検討されてこな
かったセルフケアによるストレスマネジメント行動変容の理論と実践に関する申請者の研究視点はきわめてユ
ニークかつ独創的であり、この領域における研究者を大きくリードしている。 
 
上述したように、本論文は学位論文としての条件を十二分に備えており、申し分ない。しかしながら、その上
で、あえて若干の意見を付しておく。本論文の知見は、対象者の自己評価による結果にもとづいている。介入研
究デザインはランダム化比較対照試験による評価研究ではない。脱落率が高いにもかかわらず、対象者のサンプ
ルサイズが少ないこともあり、treatment-to-intention分析が十分とはいえない。研究方法に内在する問題点を
つねに意識し、本論文が明らかにした知見の適応範囲をじゅうぶん認識する必要がある。参加者のどのような要
因がどのような段階で有効に機能するのかなど、実践の積み重ねに加えて、システマティック・レビューに耐え
うる評価研究のさらなる検討が今後求められるだろう。 
 
しかしながら、上記の指摘は、いずれも本論文の価値を大きく低めるものではない。本論文の完成度を認めた
上での、さらなる要望と理解すべきである。よって、論文審査の結果を表記の通りとした。 
 
